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ひとくちメモ

直系尊属（父母または祖父母）から住宅取得資
金の贈与を受けた場合、一定金額までの贈与税が
非課税となる特例があります。この特例は、消費
税等の税率により非課税限度額が異なります。
2019年10月1日から消費税等の税率は、8％

から10％になる予定です。したがって、同年中
に贈与を受ける場合には注意が必要です。

■特例の概要
①受贈者（贈与を受ける者）の要件
2021年12月31日までの間に、その年の1月1
日において20歳以上である者で、贈与を受けた
年の合計所得金額が2000万円以下の者が、自己
居住用（マイホーム）の一定の新築、取得または
増改築等のために要するお金の贈与を受けた場合

2011年3月11日の東日本大震災から８年目を迎えます。この間も、熊本や北海道な

どで大きな地震が発生し、日本は本当に地震の国なんだなあと思います。政府の地震調

査委員会は、今後30年以内に日本海溝沿いで発生が予測される地震の長期評価を更新し、

福島県沖はＭ７～７・５の発生確率が「１０％程度」から「５０％程度」に引き上げら

れ、危険度ランクは２から最も確率が高い３とされました。東日本大震災があったから、

しばらく大地震は起きないとは考えずに、警戒を怠らないようにしたいですね。

②贈与者（贈与をする者）の要件
受贈者の直系尊属
③非課税限度額
消費税等の税率とマイホームの取得等の契約時期により異なります。（上表参照）
消費税等の税率が8％か10％かにより、非課税限度額が、1,200万円→3000万円（質の高い住

宅）、700万円→2500万円（質の高い住宅以外：一般住宅）と大幅に増額されます。ただし、増
税後であれば、消費税等の金額は増額するので注意が必要です。


